
 

神奈川県意思決定支援実践研修事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、県内障害者支援施設の職員に意思決定支援の具体的な支援方法等を

習得させるため、神奈川県版意思決定支援ガイドライン（以下「県版ガイドライン」とい

う。）に基づく意思決定支援を実践する研修（以下「実践研修」という。）に要する代替職

員等の経費の一部を、予算の範囲内において補助金を交付することについて補助金の交付

等に関する規則（昭和 45 年神奈川県規則第 41 号。以下「規則」という。）に規定するも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号の定めるところに

よる。 

(1) 県内障害者支援施設 神奈川県内にある「障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律」（平成 17 年法律第 123 号。以下「法」という。）第５条第

11 項に規定する障害者支援施設をいう。 

(2) 利用者 補助対象期間に補助対象の県内障害者支援施設に入所している者をいう。 

(3) 管理者 補助対象の県内障害者支援施設を管理している者をいう。 

(4) サービス管理責任者 「指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者

として厚生労働大臣が定めるもの等(平成 18 年９月 29 日 厚生労働省告示第 544

号)第一条イに規定するサービス管理責任者をいう。 

(5) 生活支援員 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 18 年厚生労

働省令第 172 号）第４条第１項イ（２）の（４）に規定する生活支援員をいう。 

(6) 代替職員 サービス管理責任者又は生活支援員が実践研修を実施する際に、その業

務を代わりに行う者のうち、申請時の年度内に新たに雇用した者をいう。 

(7) 国ガイドライン 「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」

（厚生労働省通知 障発 0331 第 15 号平成 29 年３月 31日）をいう。 

(8) 意思決定支援 国ガイドラインに規定する意思決定支援をいう。 

(9) 県版ガイドライン 県が策定した神奈川県版意思決定支援ガイドライン（令和５年

４月１日）をいう 

(10) 意思決定支援専門アドバイザー 県が委嘱した意思決定支援についての必要な指

導・助言等を行う者をいう。 

(11) ヒアリングシート 県が定める「意思決定支援に係る手掛かり・ヒアリングシート」

をいう。 

 



（補助の対象） 

第３条 補助の対象とする事業は、別表１に定める意思決定支援実践研修事業費補助（以

下「補助事業」という。）とし、別表１に定める補助事業の経費から国庫支出金、起債額

及びその他の特定財源を控除した額に対して交付するものとする。 

（補助額の算出方法等） 

第４条 補助額は、前条の規定により算定した額を限度とし、その算出方法は、別表１に

定めるとおりとする。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に千円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てるものとする。 

（申請書の提出期日等） 

第５条 規則第３条第１項の規定による意思決定支援実践研修事業費補助金交付申請書

（第１号様式）の提出期日は補助事業の着手の前日までとする。ただし、特段の事情があ

る場合はこの限りではない。 

２ 規則第３条第２項第４号の規定による申請書に添付すべき書類は、別表２のとおりと

する。 

（暴力団排除） 

第６条 神奈川県暴力団排除条例第 10条の規定に基づき、申請者が次の各号に該当する場

合は、補助金交付の対象としない。 

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員 

(2) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団 

(3) 法人にあっては、代表者又は役員のうちに第１号に規定する暴力団員に該当する者

があるもの 

(4) 法人格を持たない団体にあっては、代表者が第１号に規定する暴力団員に該当する

もの 

２ 知事は、必要に応じ補助金等の交付を受けようとする者又は補助金の交付を受けた者

（以下「補助事業者」という。）が、前項各号のいずれかに該当するか否かを神奈川県警

察本部長に対して確認を行うことができる。 

ただし、当該確認のために個人情報を神奈川県警察本部長に提供するときは、神奈川

県警察本部長に対して当該確認を行うことについて、当該個人情報の本人の同意を得る

ものとする。 

３ 知事は、補助事業者が第１項各号のいずれかに該当するときは、交付決定の全部又は

一部を取り消すことができる。 

（交付条件） 

第７条 規則第５条の規定による条件は、次のとおりとする。 

(1) 補助事業者は、補助事業の内容又は補助事業の経費の配分の変更をしようとする場

合は、すみやかに知事の承認を受けなければならない。 



(2) 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、すみやかに知事

の承認を受けなければならない。 

(3) 補助事業が予定の期間に完了する見込みのない場合若しくは完了しない場合又は補

助事業の遂行が困難となった場合は、補助事業者はすみやかに知事に報告し、その指

示を受けなければならない。 

(4) 補助事業者は、規則第２条第４項に規定する間接補助金等を交付する場合は、同条

第６項に規定する間接補助事業者等に対し、第 13条と同一の条件を付さなければなら

ない。 

(5) 補助事業者は別表１の要件を満たさねばならない。 

(6) 当該補助金の交付回数は、同一施設・事業所に対して１回限りとする。 

（7）補助金交付後に別表１に定める補助要件４を満たさなくなった場合は、補助事業者

は補助金の全額を返還する。 

 

（変更の承認） 

第８条 前条第１号及び第２号の規定に基づく知事の承認を受けようとする場合は、変更

（中止、廃止）承認申請書（第３号様式）に変更の内容及び理由又は中止、廃止の理由を

記載した書類を添付して知事に提出しなければならない。 

２ この補助金の交付決定後、事情の変更により変更交付申請を行う場合には、第５条に

定める申請手続に従い、意思決定支援実践研修事業費補助金変更交付申請書（第３号様式）

を知事に提出しなければならない。 

（申請の取下げのできる期間） 

第９条 規則第７条第１項の規定により申請を取り下げることができる期間は、交付の決

定の通知を受理した日から 10日を経過した日までとする。 

（実績報告） 

第10条 規則第12条の規定による実績報告は、意思決定支援実践研修事業実績報告書（第

５号様式）に別表２に定める書類を添えて、事業完了の日から30日を経過した日まで行わ

なければならない。 

（書類の整備等） 

第11条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、

当該収入及び支出についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類（以下「証拠書類等」という。）は、当該補助事業の

完了の日の属する県の会計年度の翌年度から 10年間保存しなければならない。 

３ 補助事業者が法人その他の団体である場合であって、前項に規定する証拠書類等の保

存期間が満了しない間に当該団体が解散する場合は、その権利義務を承継する者（権利義

務を承継する者がいない場合は知事）に当該証拠書類等を引き継がなければならない。 

（届出事項） 



第12条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、すみやかに文書をもって

その旨を知事に届け出なければならない。 

(1) 施設の名称又は施設住所を変更したとき。 

(2) 法人の名称、代表者又は住所を変更したとき 

(3) 別表２に定める補助事業の参加者名簿に記載している利用者又は職員等を変更する 

とき 

（書類の経由） 

第13条 規則及びこの要綱の規定により書類を知事に提出する場合は、福祉子どもみらい

局共生推進本部室を経由しなければならない。 

（調査への協力） 

第14条 県は補助事業の状況及びその効果等に関する調査への協力を要請することができ

る。 

２ 補助事業者は、前項の要請があった場合には、特別な理由がない限り要請に応じるこ

ととし、この補助事業の終了後も、申請日の属する県の会計年度から３会計年度の間は、

同様とする。 

（雑則） 

第15条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は別に定めるものと

する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 



別表１（第３条、第４条、７条関係） 

 
補助事業名 意思決定支援実践研修事業費補助 

補
助
事
業
の
範
囲 

補助の対象 
県内障害者支援施設のうち補助要件を満たし、県が補助事業の実施

を認めた者をいう。 

補助要件 

１ 県版ガイドラインに基づく実践研修を施設で実施すること 

２ 県及び意思決定支援専門アドバイザーの指導・助言等を受ける

こと 

３ 利用者３名以上の意思決定支援を実践研修の対象とすること 

４ 補助事業終了後も申請日から３年間、県及び意思決定支援専門

アドバイザーの指導・助言等を受け、意思決定支援に取り組むこ

と 

５ 補助事業の活用者として施設の名称等の県ホームページ等での

公開を承認すること 

補助対象経費 
・代替職員の人件費 

・時間外労働に係る経費 

補
助
額
の
基
準 

補助交付額 

（上限額） 

補助事業の対象となる利用者の人数に７万円を乗じた額を上限とす

る。ただし最大 100 万円とする。 

 

（補助額） 

代替職員の給与、手当等の額 

又は  

補助事業に参加した職員の実践研修に伴う時間外労働の給与、手当

等の合計額 

 

 

別表２（第５条、第 10 条、第 11 条関係） 

添

付

書

類 

申請 

（意思決定支援実践

研修事業費補助金交

付申請書提出時） 

１ 意思決定支援実践研修参加者名簿（第２号様式） 

２ 役員等氏名一覧表 

３ 個人情報承諾書（※） 

４ 申請法人・施設の昨年度の事業報告書写し及び申請法

人・施設の最新の事業経営計画等の写し 

５ その他知事が必要と認める書類 

実績報告 

（意思決定支援実践

研修事業費補助金実

績報告書提出時） 

１ 意思決定支援実践研修実績名簿（第６号様式） 

２ 利用者のヒアリングシート 

３ 利用者の個別支援計画（案） 

４ 県版ガイドライン（チェックしたもの） 

５ 代替職員等の雇用契約書及び給与等の経費を確認できる

書類又は職員の時間外勤務の手当等が確認できる書類 

６ その他知事が必要と認める書類 

 

（※）個人情報承諾書については申請後の提出を認めるものとする。 


